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[研 究報告要 旨]

近年、 日本では連続 して大規模災害が発生 し、国土交通省はハザー ドマ ップ

を作成、災害被害想定地域 に住む住民や施設 に対 し、速やかな避難 を促 してい

る。一方、避難所生活は、1995年 の阪神淡路大震災以降、災害関連死の主な原

因 として挙げ られ、特 に要配慮者への配慮の欠如な ど、多 くの問題が指摘 され

ている。他方で、子 ども施設が避難所 として活用 された事例 もあ り、乳幼児連

れの家族や高齢者、障碍者 にとつて子 ども施設が過 ごしやすい環境であつたこ

とが報告 されている。本研究においては、人 口密集地域であ り、海抜ゼ ロメー

トル地帯の広がる東京 23区の子 ども施設の災害対策 と地域連携に着 目す るこ

とで、災害時の子 ども施設の避難所活用の可能性 を検討す ることを 目的 とした。

子 ども施設の災害対策 として、多 くの施設で地震や火災、水害な どの災害に

対す る想定がな されてお り、備蓄や災害時の地域連携に繋がつていることが分

かつた。一方、避難所 に指定 されている子 ども施設は全体の約 1割 と少ない。

他方で、災害時の地域の支援について、子 ども施設が被災 していなければ支援

を提供できると回答 した施設が 6割 以上あ り、避難所指定の有無 に関わ らず、

災害時の施設活用 を検討 していることが分かつた。こうした施設 の特徴 として、

備 蓄や乳幼児 を対象 とした受入、地域交流が挙げられ、更 に、こ うした実態の

背景に自治体や行政、国な どか らの災害対策支援があることが明 らか となつた。

子 ども施設の災害時の避難所活用 に関 しては、要配慮者 に とつて、一般の避

難所 よ りも過 ご しやすい とい う特徴があることが既往研究によ り報告 されてい

る。 更に本研究によ り、避難所指定のされていない施設において も半数以上が

災害時の施設活用 を検討 していることが明 らか となつた。以上の ことか ら、今

後起 こ りうる大規模災害に向け、要配慮者のための避難所 として、子 ども施設

の活用 も期待 され る。 しか しそのためには、子 ども施設 に対す る自治体な どか

らの災害対策支援が必須であ り、本研究の今後の発展 として、各 自治体 におけ

る子 ども施設への災害対策支援の有無 とその詳細な内容の調査が必要 となる。


